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【適時開示体制の概要】 

① 決定事実 

 

  

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（決定事実が取締役会に付議されない場合、当該決定事実を代表取締役社長が承認後直ちに、

上記と同様の手続きで開示を行う。監査役会の決定事項については、事業統括部が監査役会と

連携をとり、監査役会が承認後直ちに、上記と同様の手続きで開示を行う。） 

 

②発生事実（当社子会社を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

議案上程 

開示の指示 

発生事実の承認、開示資料の報告 

情報確認 
開示該当の有無の確認 
開示資料案の作成、承認 

付議情報事前入手、稟議書の閲覧による情報入手 

各部、経営会議 

内部情報管理責任者 事業統括部(取締役会事務局） 

取締役会 決定事実の承認、開示資料の報告 

内部情報管理責任者 

各部、各子会社 

取締役会（緊急の場合、代表取締役社長） 

内部情報管理責任者 

事業統括部長 

事業統括部         内部情報管理責任者 

代表取締役社長 決定事実の承認、開示資料の報告 

開示の指示 

事業統括部担当者 開示 

開示の指示 

事業統括部長 

事業統括部担当者 開示 

開示の指示 
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③決算情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④子会社の決定事実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤その他の情報 

 適時開示事項の性質に応じて、①～④の開示手続きに準じて開示を行う。 

開示資料の報告 

開示の指示 

開示資料の報告 

開示該当の有無の確認 
開示資料案の作成、承認 

子会社の 
取締役会出席等 

取締役会付議情報 
株主総会付議情報 
その他重要情報 
 

経理部、事業統括部 

取締役会 

・決算資料の作成 
・業績予想の検証、適時開示の該当判定 
・開示資料の作成、承認 

決算情報の承認 
開示資料の報告 

内部情報管理責任者 

当社の取締役会決議、 

各子会社の取締役会決議等 

内部情報管理責任者 

事業統括部 

各子会社（当社の兼任取締役、執行役員、子会社管理の担当者） 

当社の兼任取締役・執行役員等 

内部情報管理責任者 

事業統括部担当者 

代表取締役社長 

開示の指示 

開示 

代表取締役社長 決算情報の承認 
開示資料の報告 

事業統括部長 

事業統括部担当者 開示 

開示の指示 
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